障　害　者　放　送　協　議　会
平成1６年度　事業報告

１．全体の総括

（１）障害をもつ人に関わる放送・通信および制度・施策に関する課題について、著作権委員会、放送バリアフリー委員会、災害時情報保障委員会の、３つの委員会で取り組んだ。それぞれのテーマで要望書を関係省庁等に提出した。
　（２）３つのテーマについて、行政、関係業界団体等の担当者と意見交換、懇談等を行った。
１）著作権法の改正要望にあたり、同趣旨の要望を提出した団体と意見交換会を開いた。

２）デジタル放送等について、英国の専門家や、国内の放送事業者を招き、セミナー・勉強会を開催した。

３）災害の専門家や内閣府防災担当者を招き、セミナー開催や意見・情報交換を行った。

２．障害をもつ人に関わる放送および制度・施策に関する調査研究

（１）著作権等の制度・施策に関する調査研究

１）著作権委員会を4回開催。（第1回平成16年8月5日、第2回　9月13日、第3回10月19日、第4回　12月2日）
２）著作権法改正に対する要望書を文化庁ほか関係省庁へ提出。（8月31日、11月16日）
３）日本図書館協会、電子情報技術産業協会、日本知的財産協会の担当者と、著作権と障害者利用に関しての懇談会を開催（12月2日）。　

これまでの成果と今後の取り組むべき課題として、前年度に引続き、デジタル化された録音図書の公衆送信の問題、高齢者・学習障害者等、現行著作権法で想定されていない人達への情報保障の問題、教育用図書・教科書の問題等について検討した。
著作権法改正についての要望事項については、文化庁長官官房著作権課宛（8月31日）、また中山成彬文部科学大臣宛、小泉　純一郎内閣総理大臣内閣府障害者施策推進本部長宛、尾辻　秀久厚生労働大臣宛、中川　昭一経済産業大臣宛（11月16日）に、各団体の要望事項をとりまとめ提出した。その後も文化庁の「文化審議会著作権分科会法制問題小委員会」を傍聴し、厚労省とも連絡を取りながら要望事項のフォローを行った。
同趣旨の要望を提出した、日本図書館協会、電子情報技術産業協会、日本知的財産協会より担当者を招き、要望を出した背景についてお話を頂き、意見交換を行った（12月2日）。また、今後も関係者による意見交換会の開催を検討課題とした。

（２）放送・通信バリアフリーに関する調査研究

１）放送・通信バリアフリー委員会を４回開催。

（第１回　平成16年5月13日、第２回　平成16年9月1日、第３回　平成16年12月20日、第4回　平成17年3月24日）

２）デジタル放送に関して、障害者放送協議会の構成団体を対象にアンケート調査を実施（平成16年５月13日より1か月）。

　　　３）「障害者情報バリアフリー好事例ビデオ」および「障害者とメディア」マニュアルの作成および配布。
４）アテネオリンピック放送に関し、関係機関に要望書を提出。（平成16年7月12日）提出先：日本放送協会、株式会社朝日新聞社、内閣府障害者施策推進本部、総務省情報通信政策局情報通信利用促進課等
５）セミナーの開催（平成17年2月20日）場所：弘済会館　

「障害者のための情報保障セミナー」
　　　　英国および総務省より講師を招き、デジタル放送等について意見・情報交換。
　　　　約100名参加。

16年度の事業計画として、（Ａ）デジタル放送に関して要望事項をまとめ関係機関に働きかける、（Ｂ）字幕評価ガイドラインの作成、（Ｃ）障害者に関わる各種放送・通信のモニタリングの取組みを掲げた。（Ａ）については、アテネオリンピックに向け、総務省、放送事業者に、障害者に対する配慮を求める要望書を提出した。また、民放連から講師を招聘し講演会を開催した。（Ｂ）については、ガイドラインの作成には至らなかったが、その前段階として放送に関する「障害者情報バリアフリー好事例ビデオ」および「障害者とメディア」マニュアルを作成し配布した。（Ｃ）については、アテネオリンピック後に参加団体にアンケート調査を行った。

また、イギリスおよび総務省から講師を招聘し「障害者のための情報保障セミナー」を開催するとともに、ＥＵおよびイギリス、フランスの海外調査を実施し、情報を収集し報告した。

（３）災害時の情報保障に関する調査研究

１）災害時情報保障委員会を8回開催。（第1回 平成16年4月26日、第2回 6月1日、第3回 8月5日、第4回 9月13日、第5回 10月20日、第6回 12月2日、第7回 平成17年1月21日、第8回 3月3日）
　　　２）災害対策マニュアル等の関連資料の収集。

　　　３）防災対策推進に関する要望書の提出。（9月17日）
　　　４）内閣府防災担当等との意見交換。（平成17年1月21日、3月3日）
　　　５）シンポジウムの開催（平成17年2月28日・於戸山サンライズ）

　　　　　テーマ「障害者と災害時情報保障」

　防災マニュアル作成にあたり、戸山サンライズにて勉強会を開催し、東京大学・目黒公郎氏を招き、ご講演を頂いた。（6月1日）

内閣府防災担当者や、厚労省と数回にわたり意見交換を行った。

国の中央防災会議で、「避難支援ガイドライン」の作成にとりかかることに決まったことを受け、障害をもつ人にも対応してほしい旨の要望書を、小泉　純一郎内閣総理大臣（中央防災会議会長）、内閣府特命担当大臣（防災）有事法制担当、総務省、法務省、外務省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省、経済産業省、国土交通省、環境省、大臣宛に提出した。（9月17日）

一年間の活動の成果として、中越地震の被災地である新潟県の障害者団体関係者、行政等より講師を招き、シンポジウムを開催して、今後の防災体制（マニュアル）づくりの展望について今後の方向性を検討した。約230名参加。また、国の「集中豪雨時等における情報伝達及び高齢者等の避難支援に関する検討会」への提言を行った。
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